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（議 題）

２０２４年統一要求

（要 旨）

＜賃金・諸手当＞

（職員団体） 賃金は職員の士気にも大きく関わるため、賃金水準の確保を関係当局に働

きかけるなど、取り得る最大限の努力を求める。

（当 局） 職員の給与については、人事院の勧告をもとに国会において決定されるも

のであり、当局の権限の及ぶところではないが、職員の勤務条件に関わるも

のであることから、当局としても重大な関心を持っており、機会を捉えて、

本省等に実情を伝えているところである。

＜業務執行体制＞

（職員団体） 開発局の定員は純増となっているが、職場では定員が増えている実感はな

い。さらなる定員増に向けて最大限努力してもらいたい。

（当 局） 事業執行に当たっては、業務運営の簡素・効率化、定員の適正配置等の努

力を一層進めるとともに、必要な定員確保に向け、本省との連携を密にする

など、適切に対応していく考えである。

（職員団体） 社会人経験のある係長級採用者について、職場任せにせずに、様々なフォ

ローが必要と考えるが、どうか。

（当 局） 社会人経験のある係長級採用者については、研修の受講により業務遂行に

必要な基礎的知識の習得等が図られるよう取り組んでいるところであり、職

場段階においても、所属長による日常的な現場指導等を行い、適切にフォロ

ーしていきたいと考えている。



＜テレワーク＞

（職員団体） テレワークの実施により、職員に光熱水料増加等の負担が発生している。

新設される在宅勤務等手当について、支給要件を改善すべきと考えるが、ど

うか。

（当 局） テレワーク中心の働き方をする職員について、光熱水料等の負担軽減のた

め、今年４月から在宅勤務等手当が支給されるところ。

手当の改善については、勤務の実態や他府省の動向も考慮し、上部機関と

連携を取りながら対応していきたい。

＜人事評価制度＞

（職員団体） 人事評価制度について、近年、チャレンジ目標の設定や評定の制度が変更

されているが、評価者の訓練等はどのように行っているか。

（当 局） 評価者には、研修やｅラーニング等により、制度に対する理解促進や適正

な実施に係る注意喚起なども図っているところである。

＜人事異動＞

（職員団体） 様々な理由から住居の移転を伴う異動が困難な職員にとって、いわゆる部

内昇任は上位級への昇格のために重要だと考える。一定の経験年数と勤務成

績をもとに、積極的に昇任させるよう求める。

（当 局） 育児・介護等により転勤が困難な場合であっても、出向を含む多様な職務

機会の付与等による昇任、育児・介護等が落ち着いた時期の昇任など、職員

のキャリア形成に取り組んでいるところであり、個々の職員の状況を踏まえ

ながら、能力と意欲のある職員の積極的な登用に取り組んでいきたい。

＜級別定数＞

（職員団体） 行（一）職員の４級・５級枠の拡大、行（二）職員の部下数制限緩和に向

けた努力を求める。

（ ） 、 、当 局 級別定数の改善については 職員の在職状況・年齢構成の変化等を踏まえ

改善が図られるよう従前から対応してきたところであり、引き続き、本省と

も連携して当局の実情を説明し、要望していきたい。

＜雇用保障＞

（職員団体） 定年の段階的な引き上げについて、十分な説明と情報提供を行うよう求め

る。

（当 局） 該当職員については、定年延長制度に係る情報提供、意思確認等を実施し

ている。また、定年延長の制度に関する職員向けパンフレットをイントラネ

ットに掲載し、全職員へ周知している。

＜非常勤職員＞

（職員団体） 非常勤職員の採用時は、当局が責任を持って仕事を教えた上で配置するよ

う求める。

（当 局) 非常勤職員にとって働きやすい職場づくりが大切であり、職場全体での気

配り、目配りが必要だと考えている。管理者に対しては、円滑な業務運営に



努めるよう指導していきたい。

＜ジェンダー平等推進＞

（職員団体） 女性の活躍を進めるためにも、男性の働き方の見直しや性別役割分担意識

を払拭し、ＬＧＢＴＱ＋を含め全ての職員にとって働きやすい職場をつくる

必要がある。一人ひとりの多様性を尊重し、職場でのジェンダー平等を実現

することが重要だと考えるが、どうか。

（当 局） 職員の一人一人がその個性と多様性を尊重され、性別や年代、時間等制約

の有無にかかわらず、あらゆる職員が活躍できる職場環境の整備を進めるこ

とは重要であると考えており、引き続き、あらゆる職員にとって働きやすい

職場環境の整備に努めていきたい。

＜障がい者雇用＞

（職員団体） 庁舎について、車いすでの移動が円滑に行えるよう、ユニバーサルフロア

が可能な庁舎面積を確保するよう求める。

（当 局） 予算の範囲内で、できる限り、障害のある職員が働きやすい職場環境の整

備に取り組んでいきたいと考えている。

＜寒地土木研究所＞

（職員団体） 寒地土木研究所については、多くの開発局職員が出向していることから、

開発局と同等の労働条件とするため、必要な運営費交付金を確保し、職員の

処遇改善を図るべきだと考えるが、どうか。

（当 局） 寒地土木研究所は、独立した組織として自律的に運営を行っているところ

であり、勤務条件に関与することはできないが、多くの職員が人事交流をし

ている重要な組織であると考えており、引き続き、その動向を注視していき

たい。

（ 。 ）※文責は北海道開発局当局 相手方未確認 今後修正があり得る


